
附 属 明 細 書
【健康保険勘定】
１．有形固定資産及び無形固定資産の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

差引期末帳簿価額 摘 要
当期償却額

有 形 固 定 資 産 建 物 30¶224¶885 56¶074¶558 ` 86¶299¶443 5¶751¶382 3¶380¶827 80¶548¶061

車 両 2¶221¶282 ` ` 2¶221¶282 2¶221¶279 366¶503 3

工 具 備 品 134¶540¶499 4¶889¶220 1¶996¶855 137¶432¶864 76¶377¶315 25¶537¶923 61¶055¶549

リ ー ス 資 産 3¶370¶018¶949 ` 3¶856¶319 3¶366¶162¶630 2¶642¶044¶308 764¶585¶999 724¶118¶322

計 3¶537¶005¶615 60¶963¶778 5¶853¶174 3¶592¶116¶219 2¶726¶394¶284 793¶871¶252 865¶721¶935

無 形 固 定 資 産 ソ フ ト ウ ェ ア 9¶478¶314¶386 501¶557¶774 1¶389¶745 9¶978¶482¶415 6¶145¶158¶716 2¶009¶024¶526 3¶833¶323¶699

ソフトウェア仮勘
定

95¶044¶950 6¶858¶600 95¶044¶950 6¶858¶600 ` ` 6¶858¶600

リ ー ス 資 産 117¶074¶200 ` ` 117¶074¶200 81¶951¶940 23¶414¶840 35¶122¶260

計 9¶690¶433¶536 508¶416¶374 96¶434¶695 10¶102¶415¶215 6¶227¶110¶656 2¶032¶439¶366 3¶875¶304¶559

Ú 重要な債務負担行為
翌事業年度以降に履行となる重要な債務負担行為の額は以下のとおりであります。

件 名 翌事業年度以降の支払予定額

本部事務所賃料等（市ヶ谷東急ビル） 213¶465¶362円
全国健康保険協会システム・基盤ハードウェア関連機器維持管
理費

252¶137¶776円

合 計 964¶962¶768円

全国健康保険協会システムネットワークシステム回線・機器維
持管理費

499¶359¶630円

（単位：円）

対 象 事 業 交 付 額
使用状況（＊１）

残高（＊２）
減収相当額 費 用

医療保険事業 27¶474¶812¶000 3¶133¶412¶000 10¶655¶108¶000 13¶686¶292¶000

介護保険事業 1¶610¶598¶000 273¶038¶000 ` 1¶337¶560¶000

特定健診事業 30¶278¶280 ` 3¶997¶613 26¶280¶667

合 計 29¶115¶688¶280 3¶406¶450¶000 10¶659¶105¶613 15¶050¶132¶667
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Ù 資産除去債務関係
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
\ 当該資産除去債務の概要
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産のリース期間終了に伴う撤去費用
等に関し資産除去債務を計上しております。

] 当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を当該リース資産のリース期間（３～５年）と見積り、割引率は当該リース期
間に見合う国債の流通利回り（0•150～0•408％）を使用して資産除去債務の金額を算定してお
ります。

^ 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 76¶485¶016円
時の経過による調整額 310¶732円

G G G G G G G G G G

期末残高 76¶795¶748円

G G G G G G G G G G

Û 重要な後発事象
該当事項は、ありません。

Ü その他の注記
東日本大震災に係る補助金について
東日本大震災の被災者に対して実施した平成23年度全国健康保険協会災害臨時特例補助金交付
要綱（平成23年５月31日厚生労働省発保0531第１号厚生労働事務次官通知）の３及び全国健康保
険協会特定健康診査・保健指導国庫補助金交付要綱（平成24年１月20日厚生労働省発保0120第４
号厚生労働事務次官通知）の３に定める特例措置等の事業に係る国庫補助金交付額並びにその使
用状況は以下のとおりであります。

(＊１) 使用状況のうち、減収相当額とは健康保険の標準報酬月額の改定の特例措置及び保険料の
免除の特例措置によるものであります。また、費用とは健康保険における一部負担金等の免
除、特定健康診査に係る自己負担金の免除等によるものであり、保険給付費及び健診費用と
して計上しております。なお、金額については、開示時点における概算額によっております。

(＊２) 国庫補助金の未使用額は、翌期以降に返還が見込まれるため、預り補助金として負債に計
上しております。
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